
様式９（添付１－３） 

令和３年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 
（Ⅰ 帰国・外国人児童生徒等に対するきめ細かな支援事業） 

事業内容報告書の概要 

地方公共団体名【  土岐市   】   

】 

令和３年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制（運営協議会・連絡協議会の構成員等） 

  土岐市外国人教育連絡協議会を以下の構成員で年間２回実施し、外国人教育について協議する。 

  〇構成員 

    土岐市教育委員会、土岐市外国人児童生徒コーディネーター、拠点校の管理職と外国人教育担当

者、外国人児童在籍小学校代表者、外国人生徒在籍中学校代表者 

２．具体の取組内容  

（１）土岐市外国人教育連絡協議会を年２回、開催し、外国人教育について協議した。 

（２）県の「外国人児童生徒教育カリキュラム開発推進会議」等において作成されたカリキュラムや教材を活用した実践と

指導方法の工夫・改善を行い、指導の充実と成果の検証を行った。 

（３）拠点校は、個別の指導計画に基づいた授業実践を行い、授業公開と研究協議会を設定した。拠点校以外

の外国人児童生徒が在籍する小・中学校においては、個別の指導計画を作成し、個に応じた日本語指導の充

実を図った。 

（４）市の雇用する外国人児童生徒コーディネーターが、成果を他の外国人児童生徒在籍小・中学校へ学校訪

問時等に発信した。 

（７）タブレット等を活用して写真や動画を見せながら学習支援を行った。 

（１０）市内の拠点校や外国人児童生徒在籍小・中学校に、学校の状況に応じて適応支援員を派遣し、外国人

教育に関する指導・助言を行った。 

３．成果と課題  

（１）市内の各関係者が連携・協力を図ることで、支援体制を充実させることができた。 

（２）「拠点校」と外国人児童生徒コーディネーターが連携して、外国人児童生徒の指導等の充実を以前より

図ることができたが、さらなる両者の協力・連携を図り、一層の指導・支援を高めていく必要がある。 

（３）外国人児童生徒の指導・支援に関わる関係者の連携を深め、一層個に応じた個別の指導計画の充実を図っていく

必要がある。 

（４）市内においては、拠点校だけではなく、市内の外国人児童生徒在籍小・中学校に成果が広く伝わり、市全体の指
導、支援の向上につながった。 

（７）タブレット等やＩCＴ機器を活用することで、外国人児童生徒が意欲的に日本語学習や教科学習を進めることができ

た。 



 

（１０）市内の拠点校や外国人児童生徒在籍小・中学校の外国人児童生徒への指導や支援が充実し、外国人児童生

徒の学力や生活力が向上した。 
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